
第39回
定時株主総会
招集ご通知

日時
2023年６月22日（木曜日）午前10時

(受付開始：午前９時）

場所
神戸市中央区港島中町６丁目10番地１
神戸ポートピアホテル 本館B1F 偕楽
末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役８名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　補欠監査役１名選任の件
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会社法の改正に伴い、株主総会資料（株主総会参考
書類、事業報告、監査報告、計算書類）の電子提供
制度が2022年9月に施行されましたが、第39回定
時株主総会においては、電子提供制度が適用されて
以降初回の開催であることを考慮し、書面交付請求
の有無にかかわらず、招集ご通知を従前どおり株主
の皆様にお送りしております。
本招集ご通知は、書面交付請求に基づき交付される
書面に記載すべき全ての事項を含んでおります。

証券コード 6568



証券コード　6568
2023年６月７日

株　主　各　位
神戸市中央区港島南町七丁目１番地の19
神 戸 天 然 物 化 学 株 式 会 社
代表取締役社長 宮 内 仁 志

第39回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第39回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の各ウェブサイトに掲載しておりますの
で、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

【当社ウェブサイト】
https://www.kncweb.co.jp/ir/material.html
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、2023年の「第39回定時株主総会招集ご通知」をご確認く
ださい。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/6568/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「神戸天然物化学」、また
は「コード」に当社証券コード「6568」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順
に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、事前にインターネットまたは書面により議決権をご行使いただけますので、お手数ながら後
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１．日 時 2023年６月22日（木曜日）午前10時　（受付開始：午前９時）
２．場 所 神戸市中央区港島中町６丁目10番地１

神戸ポートピアホテル　本館B1F　偕楽
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第39期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告及び計算書類報

告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

４. 議決権の行使にあたっての決定事項
１ 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がな

い場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
2  インターネットにより複数回議決権を行使された場合、最後に行われたものを有効な議決権行使とし

てお取り扱いいたします。なお、書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された
場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

記の株主総会参考書類をご検討のうえ2023年６月21日（水曜日）午後５時40分までに議決権をご
行使くださいますようお願い申し上げます。

【インターネットによる議決権の行使】
　「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認のうえ、前記の行使期限までに議案に対す
る賛否をご入力ください。

【書面（郵送）による行使】
　本招集ご通知と合わせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、前記
の行使期限までに到着するようご返送ください。

敬　具
記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、その旨、修正前及び
修正後の事項を上記インターネット上の各ウェブサイトに掲載いたします。
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株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　2023 年 6 月22日（木曜日）午前10時（受付開始：午前9時）

　

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン又はスマートフォンから議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアク
セスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入
力いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。詳しくは次頁（インターネットによる
議決権行使のご案内）をご覧ください。

行使期限
　2023 年 6 月21日（水曜日）午後5時40分入力完了分まで
　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご
利用の株主様には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご
了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株
主様のご負担となります。

　

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　2023 年 6 月21日（水曜日）午後5時40分到着分まで

　

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本とし
ながら、今後の事業展開等を勘案して、第39期の期末配当につきましては、以下のとおりといたし
たいと存じます。

①　配当財産の種類
　金銭
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金18円　総額は138,775,158円
　なお、中間配当金として１株につき金10円をお支払いしておりますので、当期の年間配当
金は１株当たり金28円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2023年６月23日
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社の
株 式 数

１
みや

宮
 

　
 

　
 

 
うち

内
 

　
 

　
 

 
ひと

仁
 

　
 

　
 

 
し

志
(1955年３月18日)

    1973年    4 月 日本テルペン化学㈱　入社
    1985年    1 月 当社　設立

当社　取締役
    1988年    5 月 当社　常務取締役　岩岡工場長
    1998年    2 月 当社　常務取締役　市川研究所長　兼

医薬材料部長
    1999年    11月 当社　専務取締役
    2001年    4 月 当社　専務取締役　出雲事業部長
    2006年    3 月 大地化成㈱　代表取締役
    2009年    4 月 当社　専務取締役　機能材料事業部長
    2015年    9 月 大神医薬化工（太倉）有限公司　執行

董事
    2018年    6 月 当社　代表取締役社長（現任）

837,200株

第２号議案　取締役８名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては経営体制の強
化を図るため２名増員し、取締役８名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社の
株 式 数

２
ま

真
 

　
 

　
 

 
おか

岡
 

　
 

　
 

 
たく

宅
 

　
 

　
 

 
や

哉
(1968年８月１日)

    1994年    4 月 ㈱三菱油化ビーシーエル（現　㈱LSI
メディエンス）　入社

    1998年    3 月 姫路塗装㈱　入社
    2000年    11月 当社　入社
    2003年    6 月 大地化成㈱　業務部長
    2007年    4 月 当社　海外営業部長
    2007年    10月 当社　開発営業部長
    2009年    4 月 当社　営業第三部長
    2016年    1 月 当社　執行役員　営業第三部長
    2018年    6 月 当社　取締役　営業本部長　兼　営業

第三部長
    2021年    7 月 当社　取締役　営業本部長（現任）

3,500株

３
※

ねや

閨
 

　
 

　
 

　
まさ

正
 

　
 

　
ひろ

博
(1957年８月10日)

    1982年    4 月 藤沢薬品工業㈱（現　アステラス製薬
㈱）　入社

    1991年    4 月 米国Tulane大学医学部　客員講師
（出向　1992年５月任期満了）

    2007年    10月 当社　入社
    2009年    4 月 当社　バイオ・創薬事業部　創薬化学

部長
    2015年    4 月 当社　医薬事業部　医薬フロンティア

部長
    2016年    1 月 当社　執行役員　医薬事業部長補佐　

兼　医薬フロンティア部長
    2023年    4 月 当社　執行役員　上席部員（現任）

900株
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社の
株 式 数

４
※

いの

井
 

　
 

　
うえ

上
 

　
 

　
りゅう

隆
 

　
 

　
いち

一
(1962年２月14日)

    1987年    6 月 村井薬品㈱　入社
    1990年    1 月 当社　入社
    2004年    4 月 当社　営業部　本社営業部長
    2004年    10月 大地化成㈱　営業部長
    2005年    4 月 同社　取締役　兼　営業部長
    2016年    1 月 当社　理事　本社営業部　営業第一部

長
    2021年    7 月 当社　理事　営業本部　神戸営業部長
    2023年    4 月 当社　理事　営業本部　上席部員（現

任）

－

５
くり

栗
 

　
 

　
 

 
やま

山
 

　
 

　
 

 
やす

康
 

　
 

　
 

 
ひで

秀
(1965年10月22日)

    1988年    4 月 石原産業㈱　入社
    1997年    8 月 当社　入社
    2005年    10月 当社　東京営業所長
    2009年    4 月 当社　総務部長
    2016年    1 月 当社　執行役員　総務部長
    2018年    6 月 当社　取締役　総務部長　兼　資材管

掌
    2021年    11月 当社　取締役　総務部長
    2022年    6 月 当社　取締役　管理本部長　兼　総務

部長　兼　経営企画部長（現任）

3,300株
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社の
株 式 数

６
よし

吉
 

　
 

　 
だ

田
 

　
 

　 
ひで

秀
 

　
 

　
み

実
(1954年３月19日)

    1981年    4 月 三菱化成工業㈱（現　三菱ケミカル
㈱）入社

    2001年    5 月 三菱化学メディア㈱（現　三菱ケミカ
ルメディア㈱）　CEOオフィス部長

    2003年    4 月 同社　次世代商品戦略センター長 兼　
CEOオフィス部長

    2004年    7 月 同社　最高技術責任者　兼　次世代商
品戦略センター長

    2005年    6 月 同社　取締役　最高技術責任者　兼　
次世代商品戦略センター長

    2006年    4 月 同社　取締役　最高技術責任者　兼　
新規事業開発室長

    2011年    6 月 ㈱三菱化学科学技術研究センター（現　
三菱ケミカル㈱）監査役

    2012年    6 月 エムコマース㈱　監査役（非常勤）
    2014年    6 月 ㈱MCHC R＆Dシ ナ ジ ー セ ン タ ー

（現　三菱ケミカル㈱）監査役
    2015年    6 月 ジェイカムアグリ㈱　監査役（非常

勤）
    2017年    4 月 三菱ケミカル㈱　監査部
    2018年    5 月 当社　入社
    2018年    6 月 当社　執行役員　機能材料事業部長
    2022年    6 月 当社　取締役　機能材料事業部長
    2023年    4 月 当社　取締役　機能材料事業部長　兼

機材品質保証部長（現任）

1,900株
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社の
株 式 数

7
もう

毛
 

　
 

　
 

 
り

利
 

　
 

　
 

 
みつ

充
 

　
 

　
 

 
くに

邦
(1947年７月26日)

    1970年    4 月 長瀬産業㈱　入社
    1996年    6 月 ナガセ化成工業㈱（現　ナガセケムテ

ックス㈱）　取締役
    1999年    6 月 同社　代表取締役常務
    2001年    4 月 ナガセケムテックス㈱　取締役
    2002年    4 月 エヌシーケー㈱　取締役

ナガセファインケムシンガポールリミ
テッド　取締役

    2002年    12月 オンファイン㈱　取締役
    2004年    6 月 ナガセケムテックス㈱　代表取締役常

務
    2006年    4 月 オンファイン㈱　代表取締役常務
    2008年    4 月 長瀬産業㈱　常務執行役員

ナガセケムテックス㈱　代表取締役社
長

    2012年    4 月 ㈱林原　取締役副社長
    2014年    7 月 同社　上席顧問
    2015年    4 月 同社　アドバイザー
    2017年    3 月 当社　取締役（現任）

－

8
まる

丸
 

　
 

　 
やま

山
 

　　
 

　 
おさむ

修
(1956年２月７日)

    1980年    4 月 住友化学工業㈱（現　住友化学㈱）入
社

    2007年    6 月 同社　三沢工場長
    2009年    4 月 同社　大阪工場長
    2010年    4 月 同社　理事
    2012年    4 月 同社　執行役員　レスポンシブルケア

室担当
    2016年    4 月 ㈱住化分析センター　専務取締役　技

術開発本部長
    2017年    6 月 同社　代表取締役社長
    2021年    6 月 同社　顧問
    2022年    6 月 当社　取締役（現任）

－
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（注）１. ※印は新任の取締役候補者であります。
２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 毛利充邦氏及び丸山修氏は、社外取締役候補者であります。
４. 毛利充邦氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が化学品製造販売企業の経営者としての豊富な知

識と経験、及び業務執行から独立した客観的な視点に基づき、経営の透明性の向上及び監督機能の強
化に寄与することを期待したためであります。

５. 丸山修氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が化学品製造販売企業や化学品分析企業における要
職並びに経営者としての豊富な知識と経験、及び業務執行から独立した客観的な視点に基づき、経営
の透明性の向上及び監督機能の強化に寄与することを期待したためであります。

６. 社外取締役の在任期間について
(1)毛利充邦氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって６年３
か月となります。
(2)丸山修氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって１年とな
ります。

７. 当社は、毛利充邦氏及び丸山修氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。両氏が再任された場合は、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。

8. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、本選任議案の候補者全員が同保険契約の被保険者となる予定です。同保険契約の被保険者の範
囲は、当社の役員であり、填補対象とされる保険事故は、株主代表訴訟、会社訴訟、第三者訴訟等で
す。ただし、被保険者による犯罪行為等に起因する損害賠償請求については、填補されません。な
お、保険料は当社が全額負担しております。
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ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社の
株 式 数

しげ

重　
 

　
まつ

松
 

　
 

　
まさ

正　
 

　
み

巳
(1946年12月17日)

    1965年    3 月 日本テルペン化学㈱　入社
    2001年    6 月 同社　取締役（製造担当：工場長兼

任）
    2004年    2 月 同社　常務取締役（製造担当）
    2013年    2 月 同社　専務取締役　生産部長　兼　研

究部長　兼　営業部長　兼　品質保証
部長

    2017年    2 月 同社　取締役　相談役
    2018年    2 月 同社　顧問
    2019年    6 月 当社　監査役（現任）

－

第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役重松正巳氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役1名の
選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．重松正巳氏は、社外監査役候補者であります。
３．重松正巳氏は、長年化学会社に在籍し、製造から研究、品質管理等の幅広い専門知識を、また経営に

おける豊富な経験を有しております。それらをもとに中立的な立場から客観的な意見を述べ、社外監
査役として職責を適切に遂行できるものと判断し、社外監査役候補者といたしました。

４．当社は重松正巳氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が
承認された場合は、引き続き独立役員とする予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、本選任議案の候補者が社外監査役に就任した場合、同保険契約の被保険者となる予定です。同
保険契約の被保険者の範囲は、当社の役員であり、填補対象とされる保険事故は、株主代表訴訟、会
社訴訟、第三者訴訟等です。ただし、被保険者による犯罪行為等に起因する損害賠償請求について
は、填補されません。なお、保険料は当社が全額負担しております。
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ふ　　　  り　　　  が　　　  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所有する当社の
株 式 数

たか

高
 

　
 

　
 

 
 

 
はし

橋
 

　
 

　
 

 
 

 
かず

和
 

　
 

　
 

 
 

 
と

人
(1963年10月８日)

    1993年    10月 中央監査法人（旧　みすず監査法人）入所
    2007年    8 月 あずさ監査法人（現　有限責任あずさ監査

法人）入所
    2016年    7 月 高橋和人公認会計士事務所開設　代表（現

任）
    2017年    6 月 ㈱住友倉庫　監査役（現任）
    2017年    10月 兵庫県立大学会計専門職大学院　非常勤講

師
2021年    6 月 社会福祉法人大樹会　理事（現任）

－

（重要な兼職の状況）
高橋和人公認会計士事務所　代表
㈱住友倉庫　監査役
社会福祉法人大樹会　理事

第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするもの
であります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 高橋和人氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３. 高橋和人氏は社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、同氏が公認会計士とし

ての企業会計に関する専門知識と監査及びコンサルティングの豊富な経験を有しており、当社の社外
監査役として適切な職務遂行を期待できることから、補欠の社外監査役候補者といたしました。

４. 高橋和人氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査役に
就任した場合、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、本選任議案の候補者が社外監査役に就任した場合、同保険契約の被保険者となる予定です。同
保険契約の被保険者の範囲は、当社の役員であり、填補対象とされる保険事故は、株主代表訴訟、会
社訴訟、第三者訴訟等です。ただし、被保険者による犯罪行為等に起因する損害賠償請求について
は、填補されません。なお、保険料は当社が全額負担しております。

以上
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( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当事業年度における国内外の状況は、新型コロナウイルス感染症が変異しながら拡大と収束を
繰り返す一方、日常生活や経済活動における感染防止の取組み、科学的知見の積み重ね、医療
体制をはじめとする政府・自治体の取組みなど、対応力が強化され景気の持ち直しが期待され
ていました。そのような中、世界的には金融引締めが続き、海外景気の下振れが我が国の景気
を下押しするリスクとなっており、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響
も不透明な状況が続いており、引き続き十分な注意が必要な状況が続いております。

　このような状況の下、当社は中期経営計画の基本方針に沿って、引き続き生産ソリューショ
ン提供の拡大による事業構造の変革、新技術の開発、製造合理化等による一層の業績改善に注
力してまいりました。

　機能材料事業部門は、量産ステージのエレクトロニクス関連材料で川下企業の在庫調整の影
響を受け需要が軟調となりましたが、医薬関連材料は想定を上回る需要を獲得することができ
ました。また、研究・開発ステージ製品の販売についても堅調に推移した結果、機能材料事業
部門の売上高は2,832,115千円（前年同期比0.9%減）となりました。
　医薬事業部門は、量産ステージにて販売が堅調に推移した一方、開発ステージでは低分子、
中分子ともに新規案件の獲得に成功し大きく売上、利益を伸ばしました。研究ステージについ
てはFTEなどを中心に堅調に推移した結果、医薬事業部門の売上高は4,259,142千円（前年同
期比29.6%増）となりました。
　バイオ事業部門は、量産ステージにて軟調に推移しましたが、研究・開発ステージについて
は好調な需要の取込みに成功し大きく伸長しました。その結果、バイオ事業部門の売上高は
1,536,751千円（前年同期比18.7％増）となりました。
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　以上の結果、当事業年度の売上高は8,628,009千円（前年同期比16.0％増）、営業利益は
2,163,738千円（前年同期比97.7％増）、経常利益は2,199,115千円（前年同期比99.4％
増）、当期純利益は1,542,843千円（前年同期比139.8％増）となりました。

②　設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は1,419,204千円で、その主
なものは次のとおりであります。
イ．当事業年度中に完成した主要設備

出雲工場第二工場品質管理棟　　電子材料の金属不純物管理の強化を目指した設備
出雲工場第一工場立体自動倉庫　医薬事業における製品等の保管場所確保および生産性
　　　　　　　　　　　　　　　向上を目指した設備

③　資金調達の状況
　当事業年度において、運転資金として短期借入で500,000千円の資金調達を行いました。

区 分 第 36 期
(2020年３月期)

第 37 期
(2021年３月期)

第 38 期
(2022年３月期)

第 39 期
(当事業年度)

(2023年３月期)
売 上 高 (千円) 6,347,583 6,029,084 7,440,588 8,628,009

経 常 利 益 (千円) 644,632 677,334 1,102,992 2,199,115

当 期 純 利 益 (千円) 518,480 399,676 643,463 1,542,843

１株当たり当期純利益 (円) 67.02 51.54 82.78 200.06

総 資 産 (千円) 12,770,680 12,780,951 13,951,586 15,404,512

純 資 産 (千円) 9,827,109 10,120,773 10,575,003 11,745,062

１株当たり純資産 (円) 1,268.85 1,304.18 1,359.28 1,523.41

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第38期の期首
から適用しており、第38期以降に係る各数値については、当該会計基準を適用した後の数値と
なっております。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
　該当事項はありません。

⑷　対処すべき課題
　当社のビジネスを更に拡大するために、以下の①～⑤の５項目を対処すべき課題として認識し
ております。

①　ステージアップ・グロースモデル強化のための設備の改良・新設
　当社は、顧客のステージが研究・開発から量産へと上がるのに伴い、ステージに応じたソリ
ューションを提供して取引を継続し、成長を牽引するモデル（ステージアップ・グロース）を
目指しております。
　ステージに応じたソリューション提供を行うために、引き続き研究設備、生産設備及び分析
設備の改良、新設を図ってまいります。

②　人材育成
　当社は、顧客の研究・開発から商業販売における生産ステージまで、機能材料事業部門、医
薬事業部門、バイオ事業部門において、課題解決のサービスや有機化学品の製造販売を行って
おりますが、それぞれのステージと部門で専門性を持った社員が求められます。先端産業分野
で顧客の要望に応じて課題解決のビジネスを継続するために、人材の採用、育成は重要な課題
と認識しております。

③　品質管理及び品質保証の強化
　当社では、製品の品質を適切な品質保証体制において担保することにより、顧客との信頼を
構築してまいりました。
　一方、近年では生産品目の増加に伴い品質管理業務も増加し多様化傾向にあります。特に、
法規による品質規格の厳格化や業界の品質基準が高度化してまいりましたので、これに対応で
きるように分析設備の増強、分析技術の向上に努めます。また、生産管理と品質管理を確実に
かつ効率的に行う品質保証体制の充実、強化に努めます。
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④　生産性と効率性の追求
　当社は、生産設備を増強し、顧客の生産ステージにある製品の製造販売を増強してきました
が、業務の効率化、合理化によって更なる設備生産性の向上に努めます。そのため、仕入から
製造、保管、出荷、廃棄物処理にいたるまで全工程を通して効率化すべく、工場基盤設備の増
強及び生産工程のボトルネックの解消、生産状況に応じた設備の増設により安定稼働に注力い
たします。

⑤　新製品開発及び新技術獲得に向けた研究開発の強化
　機能材料事業部門では、エレクトロニクス分野の新材料の開発を行っております。用途に応
じて顧客と共同で検討を進めておりますが、技術革新の早い分野でありますので、短期に製品
化することが課題と考えております。
　製薬会社各社は新規作用による医薬品の開発を進めておりますが、当社の医薬事業部門で
は、これら医薬品の製造ができるように技術開発をするとともに、製薬会社と開発初期から協
力を進めることが課題と考えております。
　バイオ事業部門では、遺伝子組換え微生物等による化学物質の生産及びバイオテクノロジー
と有機合成化学との組み合わせによる化学物質合成を核とした技術開発を進めております。製
品を開発する会社と初期から協力を進めることが課題と考えております。

主要な事業 事業部門名 主 要 製 品
有機化学品の研
究・開発・生産ソ
リューション事業

機能材料事業部門 表示材料、「医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理
の基準に関する省令」の規制対象外の医薬用原料、治験薬用
原料及び農薬等の製造、研究受託

医 薬 事 業 部 門 医薬原薬、治験原薬及びこれらの中間体等の製造、研究受託
バ イ オ 事 業 部 門 医薬原薬、治験原薬及びこれらの中間体等の製造、研究受託

⑸　主要な事業内容（2023年３月31日現在）
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名 称 所 在 地

本 社 神戸市中央区

神 戸 研 究 所 神戸市中央区

神 戸 工 場 神戸市西区

岩 岡 工 場 神戸市西区

KNCバイオリサーチセンター 神戸市西区

市 川 研 究 所 兵庫県神崎郡市川町

出 雲 工 場 島根県出雲市

東 京 営 業 所 東京都千代田区

⑹　主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

291名 3名増

⑺　使用人の状況（2023年３月31日現在）

（注）使用人数は、パートタイマー及び嘱託社員並びに他社からの出向社員を含めて記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 730,018千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 431,680

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 195,000

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 180,012

⑻　主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．株式の状況（2023年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 24,000,000株
⑵　発行済株式の総数 7,779,900株
⑶　株主数 3,269名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

K N C 興 産 株 式 会 社 1,512千株 19.6％

広 瀬 　 克 利 1,423 18.5

宮 内 　 仁 志 837 10.9

純 正 化 學 株 式 会 社 240 3.1

株 式 会 社 S B I 証 券 196 2.5

池 谷 　 誠 一 140 1.8
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD 
AC ISG　(FE-AC) 128 1.7

廣 瀬 　 正 幸 122 1.6

吉 田 　 忠 嗣 110 1.4

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 96 1.3

株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 28,700株 4名

社外取締役 0株 0名

監査役 0株 0名

⑷　大株主（上位10名）

（注）１. 上記宮内仁志氏の所有株式数には、2020年8月24日付で締結した管理信託契約に伴い、㈱SMBC信
託銀行が保有している株式数（2023年3月31日現在773,900株）を含めて表記しております。

２. 持株比率は、自己株式（70,169株）を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

なお、当社の株式報酬の内容につきましては事業報告（22ページ）の記載をご参照ください。
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⑹　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 宮 内 仁 志

取 締 役 真 岡 宅 哉 営業本部長

取 締 役 栗 山 康 秀 管理本部長・総務部長・経営企画部長

取 締 役 吉 田 秀 実 機能材料事業部長

取 締 役 毛 利 充 邦

取 締 役 丸 山 　 修

常 勤 監 査 役 高 木 良 博

監 査 役 塚 本 純 久

塚本公認会計士事務所　代表
株式会社オフィストゥーカム　代表取締役
アルテ監査法人　代表社員
株式会社オステオファーマ　監査役
BCC株式会社　監査役
株式会社TSK　監査役

監 査 役 重 松 正 巳

４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役　毛利充邦氏及び取締役　丸山修氏は、社外取締役であります。
２. 監査役　塚本純久氏及び監査役　重松正巳氏は、社外監査役であります。
３. 監査役　塚本純久氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。
４. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
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⑵　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

⑶　補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の役員であり、保険料は全額当社が負担し
ております。当該保険契約により、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等で被保険者である対
象役員が負うこととなった争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としております。1年ごとに
契約更新しており、当事業年度内には以下の2つの契約を結んでおります。
・2022年3月15日16時から2023年3月15日16時
・2023年3月15日16時から2024年3月15日16時（現在契約期間中）
　なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、当該保険
契約では、被保険者による犯罪行為等に起因する損害については免責事項としております。
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⑸　取締役及び監査役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年2月19日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決
定方針を決議しております。取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は以下の通りで
す。

a．当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るために各職責を踏まえた
適正な水準とするとともに、株主利益と連動したインセンティブとして十分に機能
する体系とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固
定報酬としての金銭報酬及び非金銭報酬等により構成し、監督機能を担う社外取締
役については、その職務に鑑み、金銭報酬のみを支払うこととする。

b．金銭報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の金銭報酬は、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業
績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して年俸として決定し、月
例報酬及び毎年一定の時期に支払う賞与として分割して支払うものとする。
なお、退任取締役に対し、在任中の労に報いるため、特別功労金等を支給すること
がある。

c．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針
非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、当社の社外取締役を除く取締役を対象に、
より強いインセンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めること
を目的として割り当てる。具体的な割当株式数の算定及び支給時期については、取
締役会で決定するものとする。

d．金銭報酬の額及び非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合
の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、業績を踏まえ、役位、職責、在任
年数を勘案し決定するものとする。

e．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容
について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の金銭報酬の額の評
価配分とする。なお、非金銭報酬等である株式報酬については、取締役会で取締役
個人別の割当株式数を決議する。
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区 分 報酬等の額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対 象 と な る

役 員 の 員 数基 本 報 酬 非金銭報酬等

取 締 役 158,891千円 130,070千円 28,821千円 10名

監 査 役 17,540 17,540 － 3

合 計
（うち社外役員）

176,431
（17,990）

147,610
（17,990）

28,821
（－）

13
（5）

②　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役の報酬限度額は、2017年12月１日開催の臨時株主総会において、年額300百万円以内（うち

社外取締役30百万円以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点での取締役の員数は６
名（うち社外取締役２名）です。

３. 監査役の報酬限度額は、2017年12月１日開催の臨時株主総会において、年額30百万円以内と決議い
ただいております。当該株主総会終結時点で監査役の員数は３名です。

４. 上記２．の取締役の報酬限度額とは別枠で、2019年６月26日開催の第35回定時株主総会において、
取締役（社外取締役を除く）に対する株式報酬の限度額を年額80百万円以内と決議いただいておりま
す。

５. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当の際の条件等は「４.⑸ ①　役員報酬等の内容の決定
に関する方針等（22ページ）」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は、「２．
⑸　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況（19ぺージ）」に記載
しております。

６. 取締役会は、代表取締役社長　宮内仁志氏に対し、各取締役の個人別の基本報酬の額及び社外取締役
を除く各取締役の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した
理由は、会社全体の業績等を俯瞰しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適
していると判断したためであります。

７. 当事業年度の取締役個人別の報酬等の内容については、報酬決定方針に基づいて策定された配分ルー
ルに沿って報酬額を算出していることを取締役会において確認しており、「役員報酬等の内容の決定
に関する方針等（22ページ）」に沿ったものであると判断しております。
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出 席 状 況 、
発 言 状 況 及 び
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 毛 利 充 邦

社外取締役に就任以降、化学品製造販売企業の経営者としての豊富な知
識と経験に基づき、経営の監督と経営全般への助言等社外取締役に求め
られる役割・責務を十分に発揮しております。当事業年度に開催された
取締役会16回の全てに出席し、役職員の人材育成、組織改編、設備投
資事案の審議では、適宜必要な発言を行う等、経営の透明性の向上及び
監督機能の強化という期待に応えております。

取締役 丸 山 　 修

社外取締役に就任以降、化学品製造販売企業や化学品分析企業における
要職及び経営者としての豊富な知識と経験に基づき、経営の監督と経営
全般への助言等社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮してお
ります。2022年６月23日就任以降、当事業年度に開催された取締役会
12回の全てに出席し、設備投資事業の審議、法令順守体制の整備に関
する事案の審議では、適宜必要な発言を行う等、経営の透明性の向上及
び監督機能の強化という期待に応えております。

監査役 塚 本 純 久

社外監査役に就任以降、公認会計士としての企業会計に関する専門知識
と監査及びコンサルティングの豊富な経験に基づき、経営の監督と経営
全般への助言等社外監査役に求められる役割・責務を十分に発揮してお
ります。当事業年度に開催された取締役会16回、監査役会13回の全て
に出席し、出資事案の審議では、適宜必要な発言を行う等、客観的かつ
中立の立場で当社を監査するという期待に応えております。

監査役 重 松 正 巳

社外監査役に就任以降、化学品製造販売企業での研究開発、生産、品質
保証、営業と多岐にわたる部門で経営者としての長年の経験に基づき、
経営の監督と経営全般への助言等社外監査役に求められる役割・責務を
十分に発揮しております。当事業年度に開催された取締役会16回、監
査役会13回の全てに出席し、当社の経営課題に関する審議では、適宜
必要な発言を行う等、客観的かつ中立の立場で当社を監査するという期
待に応えております。

⑹　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役の塚本純久氏は、塚本公認会計士事務所の代表、株式会社オフィストゥーカムの代表
取締役、アルテ監査法人の代表社員並びに株式会社オステオファーマ及びBCC株式会社、
株式会社TSKの監査役を兼任しておりますが、当社及び各兼職先との間に人的関係、資本関
係及び重要な取引関係その他の利害関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 26,800

５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監
査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうか
について必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理
由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

⑹　補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びにその他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりです。

　当社は会社法及び会社法施行規則に基づく業務の適正を確保するための体制の整備を目的とし
て、2017年１月16日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針について決議いた
しました。当該方針に従って、以下のとおり内部統制システムを整備・運用しております。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、「企業行動規範」を定め、役職員に周知しています。当社の役職員は、これを踏ま
え、法令・定款及び決められたルールを遵守し、かつ企業倫理にもとる行為を行わないこと
を職務執行の基本といたします。
・当社は、業務遂行する上で遵守すべき基準及び諸手続をまとめた諸規程を作成し、これを遵
守いたします。

・当社は、「リスクマネジメント及びコンプライアンス規程」に基づき、経営会議においてコ
ンプライアンスに係る方針、施策を決定し、啓蒙、指導を行います。

・当社は、各所管業務に関して内部監査を行う部署として内部監査部を設置します。内部監査
部は、経営活動の全般にわたる管理・運営の制度及び業務執行の状況を適法性及び各種基準
への適合性の観点から検討・評価し、改善への助言・提案等を行います。
・役職員がコンプライアンス違反行為又はその恐れがあると認めた場合、社長が選任する社内
外の相談・通報窓口に直接通報することができます。窓口に寄せられた情報は経営会議によ
り適切に処理され、また、通報者が通報により不利益な取扱いを受けることのない制度とい
たします。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社の役職員の職務執行に関する情報は、法令に基づくものに加え、当社の「情報セキュリ
ティ基本方針」に基づく諸規程及びこれらに関する各細則・基準、各マニュアル・手順に従
い、適切に保存及び管理を行います。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、「リスクマネジメント及びコンプライアンス規程」に基づき、経営会議においてリ
スクマネジメントに係る方針、施策を決定し、個別リスクの検討課題ごとに具体策を検討・
実施する所管部署を決定して、その指導、監督を行います。
・当社は、危機発生時における基本方針、体制、情報伝達ルート等を「リスクマネジメント及
びコンプライアンス規程」及び「危機対応細則」に定め、危機の早期収拾、損害拡大の防止
を図ります。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、効率的な経営のため、以下の各経営計画を策定し、これに基づき運営いたします。
（1）３事業年度を期間とする中期経営計画を策定し、これを実行するための経営目標を定

めます。
（2）取締役、監査役及び執行役員で構成する経営会議を定期的に開催し、当社の業務執行

の方針の決定及び業務執行状況の報告を行います。
・当社は、効率的な経営のための組織、業務分掌、職務権限について、各々「組織規程」、
「業務分掌規程」、「職務権限規程」を定め、運営いたします。

⑤　当社における業務の適正を確保するための体制
・当社は、当社の業務の適正を図るため「関係会社管理規程」において、子会社及び関連会社
の意思決定に関する当社の関与の基準及び程度並びに報告事項を明確にし、必要に応じて関
係会社管理部署において指導を行います。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項
・当社は、規程に基づき、監査役の求めに応じて監査役の職務を補助するため補助する使用人
を置くものといたします。その員数、能力等については監査役の要請に基づき、必要に応じ
て見直すことに努めます。

・監査役を補助している使用人は監査役の指揮命令の下で業務を執行するものとし、当該指揮
命令に従わなかった場合には社内処分の対象といたします。また、当該使用人の異動等につ
いては監査役の事前同意を必要といたします。
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⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及
び当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制
・当社の役職員は、当社の各監査役の要請に応じて必要な報告を行います。
・当社社長の決裁を必要とする重要な意思決定については常勤監査役に回覧し、当社の取締役
会の決議事項に関する情報は、各監査役に事前に通知いたします。

・当社の役職員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は法令・定款に違反する事
実やそのおそれのある事項もしくは著しく不当な事項を知ったときは、これを監査役に報告
いたします。
・当社の内部通報制度の通報窓口に寄せられた情報のうち、法令・定款に違反する事実やその
おそれのある事項又はその他重要な事項については当社の担当部門を通じて監査役に報告い
たします。
・当社の役職員が内部通報その他の情報について監査役に通報をしたことに関して不利な取扱
いを行うことを禁止いたします。

⑧　監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査役の職務の執行のために必要な費用については、請求時速やかに処理するものとし、必
要に応じて事前に支払います。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は、経営状況に関する重要な会議及び内部統制に関する重要な会合に参加し、意見を
述べることができます。
・監査役は、内部監査部門及び会計監査人と連携を図るため、必要な範囲内で内部監査報告を
受け、会計監査講評等に立ち会います。
・監査役が作成する年間監査計画における当社全体の重点監査事項は、取締役及び執行役員に
周知され、取締役及び執行役員はこれに協力いたします。
・代表取締役は定期的に監査役との懇談を行い、業務執行における適正を確保するため相互に
意見交換を行います。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
・取締役会は、監査役出席のもと、原則月１回の定例取締役会の他、必要に応じて臨時取締役
会を開催しており、業務執行に関する重要事項の意思決定の他、業績の進捗状況等その他の
業務上の報告を行い情報を共有するとともに、取締役の職務の執行を監督しております。

・監査役会は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締
役及び他の取締役、内部監査部、会計監査人との間で意見交換を実施し、情報交換の連携を
図っております。
・内部監査部は、内部監査基本計画書に基づき、当社の各部門の業務執行、会計処理及び内部
統制監査を行っております。

－ 29 －



科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

7,459,312
2,297,276
2,790,743
445,824
1,134,344
699,750
46,775
44,597

7,945,199
7,199,825
3,621,828
123,507
1,433,320
10,520
154,621
1,847,067

8,960
63,520
39,496
24,023
681,853
221,451
11,286
336,525
112,589　

（負　 債　の 　部）
流 動 負 債 2,728,195
買 掛 金 305,593
短 期 借 入 金 500,000
１年内返済予定の長期借入金 439,980
未 払 金 311,186
未 払 費 用 130,562
未 払 法 人 税 等 564,807
未 払 消 費 税 等 52,544
契 約 負 債 100,870
預 り 金 12,704
前 受 収 益 3,149
賞 与 引 当 金 306,469
受 注 損 失 引 当 金 328

固 定 負 債 931,254
長 期 借 入 金 596,730
退 職 給 付 引 当 金 320,743
そ の 他 13,781

負 債 合 計 3,659,450
（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 11,642,411
資 本 金 1,995,106
資 本 剰 余 金 1,895,106
資 本 準 備 金 1,895,106

利 益 剰 余 金 7,830,450
利 益 準 備 金 25,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,805,450
別 途 積 立 金 3,771,000
繰 越 利 益 剰 余 金 4,034,450

自 己 株 式 △78,252
評 価 ・ 換 算 差 額 等 102,650
その他有価証券評価差額金 102,650
純 資 産 合 計 11,745,062

資 産 合 計 15,404,512 負 債 純 資 産 合 計 15,404,512

貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

科 目 金 額
売 上 高 8,628,009
売 上 原 価 5,324,270
売 上 総 利 益 3,303,739
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,140,000
営 業 利 益 2,163,738
営 業 外 収 益

受 取 利 息 14
受 取 配 当 金 4,102
受 取 手 数 料 10,206
助 成 金 収 入 10,598
出 資 金 運 用 益 19,059
そ の 他 1,354 45,334

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,689
支 払 手 数 料 226
そ の 他 41 9,957

経 常 利 益 2,199,115
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 27
受 取 保 険 金 2,992
国 庫 補 助 金 1,275 4,294

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 28,281
固 定 資 産 圧 縮 損 2,765 31,046

税 引 前 当 期 純 利 益 2,172,363
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 691,243
法 人 税 等 調 整 額 △61,723 629,520
当 期 純 利 益 1,542,843

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合　　　計別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,995,106 1,895,106 1,895,106 25,000 3,771,000 2,772,427 6,568,427 △51 10,458,589
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △271,593 △271,593 △271,593
当 期 純 利 益 1,542,843 1,542,843 1,542,843
自 己 株 式 の 取 得 △111,538 △111,538
自 己 株 式 の 処 分 △9,227 △9,227 33,338 24,111

株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 1,262,022 1,262,022 △78,200 1,183,821
2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,995,106 1,895,106 1,895,106 25,000 3,771,000 4,034,450 7,830,450 △78,252 11,642,411

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 残 高 116,413 116,413 10,575,003
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △271,593
当 期 純 利 益 1,542,843
自 己 株 式 の 取 得 △111,538
自 己 株 式 の 処 分 24,111

株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) △13,762 △13,762 △13,762

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △13,762 △13,762 1,170,058
2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 102,650 102,650 11,745,062

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物  3 ～38年
構築物  3 ～30年
機械及び装置  2 ～ 8 年
工具、器具及び備品  2 ～15年

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
　以外のもの　　　　　　　　　平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
②　棚卸資産

・製品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）を採用しております。

・原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法を採用しております。（但し、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づいております。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担
に属する金額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。

④　受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において、将来
の損失が見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もることができるも
のについて、翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　当社は、有機化学品の研究・開発・生産ソリューション事業を主要な事業としており、機能材料事業部
門、医薬事業部門、バイオ事業部門で構成されております。具体的には、顧客の製品開発及び製品販売のた
めに行う研究、開発及び生産活動における必要なサンプル及び製品を供給するとともに、顧客の製品開発段
階に応じた諸課題を解決するサービスを提供しております。
　これらの製品等の供給及びサービスの提供については、顧客による検収が完了した一時点で当社の履行義
務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しております。
　取引の対価は、顧客による検収完了後、概ね２カ月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく債権
について、重要な金融要素の調整は行っておりません。
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２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27
－２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することといたしました。なお、これによる計算書類への影響はありません。

3．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

仕掛品の評価及び受注損失引当金
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,134,344千円
受注損失引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　328千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、受注契約に基づく製造案件のうち、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損
失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額に対し
て、仕掛品の評価を行い受注損失引当金を計上しております。

②　重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定
　見積総原価は、契約ごとに当該受注契約の契約内容、要求仕様、技術面における新規開発要素の有無、
過去の類似契約における発生原価実績等の様々な情報に基づいて算定しております。
　顧客の製品に係る研究・開発、あるいは商業生産初期のステージにおける支援業務では、技術上のトラ
ブル等の当初想定し得ない事象の発生により完成までに必要となる工数が追加で発生し、収益率が低下す
る可能性があります。
　総原価の見積りにあたっては、その構成要素が複雑であることから、進捗の途中で作業の見直しが行わ
れ、工数（原価）が増加する可能性がある等、不確実性を伴うため、見積総原価が変動することがありま
す。
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建物 2,131,769千円
土地 1,263,566千円
計 3,395,336千円

短期借入金 500,000千円
１年内返済予定の長期借入金 299,988千円
長期借入金 305,042千円
計 1,105,030千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 12,491,927千円

建物 1,195,188千円
構築物 54,905千円
機械及び装置 713,324千円
車両運搬具 200千円
工具、器具及び備品 2,877千円
土地 182,948千円
計 2,149,445千円

③　重要な会計上の見積りが翌事業年度の計算書類に与える影響
　当社は、当事業年度末までの発生費用と事前の見積りとの比較や、その時点での製造案件の進捗状況等
を踏まえた最新の情報に基づいて見直した将来受注損失見込額を妥当なものと考えていますが、将来の状
況の変化によって見積りと実績が乖離した場合は、翌事業年度の損益に影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

⑶　国庫補助金等による圧縮記帳累計額
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 7,779,900株 －株 －株 7,779,900株

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 36株 100,033株 29,900株 70,169株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年 ６ 月 2 3 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 194,496 25 2022年３月31日 2022年６月24日

2 0 2 2 年 1 1 月 1 1 日
取 締 役 会 普 通 株 式 77,097 10 2022年９月30日 2022年12月６日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年 ６ 月 2 2 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 138,775 18 2023年３月31日 2023年６月23日

5．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得100,000株及び単元未満株式の買取り33
株によるものであります。また、自己株式の数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分
29,900株によるものであります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
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6．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　設備投資計画及び資金計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余資は主に安全性の
高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。投機的な取引は行
わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、
その金額は僅少であります。
　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後４年であ
り、金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
ａ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権については、販売管理規程に従い、営業担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。

ｂ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価を入手し、また発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ｃ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等
により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 221,451 221,451 －

資 産 計 221,451 221,451 －

⑴ 1年内返済予定の長期借入金 439,980 440,343 363

⑵ 長 期 借 入 金 596,730 593,525 △3,204

負 債 計 1,036,710 1,033,868 △2,841

貸 借 対 照 表 計 上 額

出 資 金 11,286

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現 金 及 び 預 金 2,297,276 － － －

売 掛 金 2,790,743 － － －

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：千円）

（注）１．現金及び預金、売掛金、買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等、未払消費税等については、短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注）２．市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の
とおりであります。

（単位：千円）

（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額
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１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長 期 借 入 金 439,980 368,355 155,009 73,366 － －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投 資 有 価 証 券
　 そ の 他 有 価 証 券
　 株  式 221,451 － － 221,451

資 産 計 221,451 － － 221,451

（注）４．長期借入金の決算日後の返済予定額

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

1年内返済予定の長期借入金 － 440,343 － 440,343

長 期 借 入 金 － 593,525 － 593,525

負 債 計 － 1,033,868 － 1,033,868

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。
1年内返済予定の長期借入金、長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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繰延税金資産
未払事業税 32,251千円
賞与引当金 93,718千円
棚卸資産 2,520千円
受注損失引当金 100千円
未払社会保険料 15,298千円
減価償却超過額 79,151千円
退職給付引当金 98,083千円
株式報酬費用 27,092千円
長期前受収益 43,023千円
投資有価証券評価損 42,885千円
その他 15,271千円

繰延税金資産小計 449,396千円
　評価性引当額 △42,885円
繰延税金資産合計 406,511千円
繰延税金負債

減価償却費 24,767千円
その他有価証券評価差額金 45,218千円

繰延税金負債合計 69,985千円
繰延税金資産の純額 336,525千円

法定実効税率 30.6％
(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％
住民税均等割 0.4％
税額控除 △1.7％
その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.0％

7．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳
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当事業年度
機能材料事業部門 2,832,115
医薬事業部門 4,259,142
バイオ事業部門 1,536,751
顧客との契約から生じる収益 8,628,009

当事業年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,518,418
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,790,743
契約資産（期首残高） －
契約資産（期末残高） －
契約負債（期首残高） 56,850
契約負債（期末残高） 100,870

8．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

9．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　顧客との契約から生じた債権は、貸借対照表において売掛金として表示しております。
　契約負債は、主として製品等の供給及びサービスの提供契約において、支払条件に基づき顧客から受け
取った前受金に関するものになります。契約負債は、これら製品等の供給及びサービスの提供による履行
義務の充足に伴い、収益へと振替えられます。
　当事業年度に認識された収益の額うち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、37,082千円で
あります。
　過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当事業年度に認識した収益はありません。
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⑴　１株当たりの純資産額 1,523円41銭
⑵　１株当たりの当期純利益 200円06銭

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、
残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引
価格に含まれていない重要な金額はありません。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 堀 内 計 尚
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 口 信 吾

独立監査人の監査報告書
2023年５月10日

神戸天然物化学株式会社
取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人
　神戸事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、神戸天然物化学株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日ま
での第39期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。)について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその
内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

常 勤 監 査 役 高 木 良 博 ㊞
社 外 監 査 役 塚 本 純 久 ㊞
社 外 監 査 役 重 松 正 巳 ㊞

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第39期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した
監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告します。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしまし
た。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査部門等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び内部監査部門等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討しました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2023年５月12日

神 戸 天 然 物 化 学 株 式 会 社　監 査 役 会

　

監査役会の監査報告

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：神戸ポートピアホテル　本館B1F　偕楽
住所：神戸市中央区港島中町６丁目10番地１
TEL：078－302－1111
交通：三宮駅からポートライナーで約10分

「市民広場」駅下車すぐ

神戸市営地下鉄（西神･山手線）
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